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貸 借 対 照 表 
（２０２０年３月３１日現在）

（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

割 賦 売 掛 金

営 業 貸 付 金

信 用 保 証 割 賦 売 掛 金

そ の 他 の 営 業 債 権

未 収 収 益

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

器 具 及 び 備 品 他

土 地

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投資その他の資産 
投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関 係 会 社 長 期 貸 付 金

長 期 前 払 費 用

敷 金 及 び 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

１８０，０３６

１８，３４６

９７，２４３

３９，２２６

２４，８４２

１，２１９

４３１

３，５４４

３，９６５

△８，７８３

１７，２００

  ５，３４９

１，５７０

５０９

２，０８９

１，１７９

１，８７２

１，７９９

７３

９，９７９

１，２２３

１５３

３，６４０

２，４９６

２９３

２，１２６

４５

（ 負 債 の 部 ）

流 動 負 債

支 払 手 形

買 掛 金

信 用 保 証 買 掛 金

短 期 借 入 金

１年内返済予定の長期借入金

リ ー ス 債 務

未 払 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

預 り 金

賞 与 引 当 金

ポ イ ン ト 引 当 金

割 賦 利 益 繰 延

そ の 他

固 定 負 債

長 期 借 入 金

リ ー ス 債 務

預 り 保 証 金

利 息 返 還 損 失 引 当 金

１４０，７４３

１

１８，３１５

２４，８４２

７３，４５０

４，００２

３４０

３，７１３

１６３

２１９

１１，７７２

１６

２，８４０

４９５

５６８

８，４９９

４，３５０

９８２

５９１

２，５７５

負 債 合 計 １４９，２４３

（純資産の部）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

その他資本剰余金

利 益 剰 余 金

その他利益剰余金

繰 越 利 益 剰 余 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額  

４７，５３０

１００

２４，３６３

５０

２４，３１３

２３，０６６

２３，０６６

２３，０６６

４６４

４６４

純 資 産 合 計 ４７，９９４

資 産 合 計 １９７，２３７ 負 債 ・ 純 資 産 合 計 １９７，２３７

注)取立不能見込み額として、632 百万円を割賦売掛金、営業貸付金、その他の営業債権より、直接減額して 

おります。

ライフカード株式会社
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損 益 計 算 書 

(
２０１９年４月  １日から

２０２０年３月３１日まで) 
（単位：百万円） 

科 目 金 額 

営 業 収 益 
包括信用購入あっせん収益 
個別信用購入あっせん収益 
信 用 保 証 収 益 
融 資 収 益 
そ の 他 の 営 業 収 益 
金 融 収 益  

 
１７，４７９ 

０ 
１，５２１ 
５，２４３ 
９，９２３ 

１３ 
営 業 収 益 合 計 
営 業 費 用 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 
金 融 費 用 

支 払 利 息 
そ の 他 

 
 
 
 

１，４３２ 
１７７ 

３４，１８１ 
 

３０，３４３ 
 
 

１，６１０ 
営 業 費 用 合 計  ３１，９５３ 

営 業 利 益 
営 業 外 収 益 

貸 付 金 利 息 
為 替 差 益 
そ の 他 

営 業 外 費 用 
雑 損 失 

 
 

８０ 
１２ 
１５ 

２，２２７ 
 
 
 

１０８ 
 

１ 
 

１ 
経 常 利 益  ２，３３４ 
税 引 前 当 期 純 利 益 
法人税、住民税及び事業税 
法 人 税 等 調 整 額 

 
１，０８６ 

１１２ 

２，３３４ 
 

１，１９８ 

当 期 純 利 益  １，１３６ 
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 

(
２０１９年４月  １日から

２０２０年３月３１日まで) 
                                                                        （単位：百万円） 

評価・換算差額等

その他利

益剰余金

繰越利益

剰余金

当期首残高 100 50 24,313 24,363 21,930 21,930 46,394 - 46,394

当期変動額

  当期純利益 1,136 1,136 1,136 1,136

株主資本以外の項目の事業

年度中変動額(純額)
464 464

当期変動額合計 - - - - 1,136 1,136 1,136 464 1,600

当期末残高 100 50 24,313 24,363 23,066 23,066 47,530 464 47,994

純資産合

計資本金

資本剰余金

資本準備

金

その他資

本剰余金

資本剰余

金合計

利益剰余

金合計

株主資本

利益剰余金

株主資本

合計

その他有価証券

評価差額金
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１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 

１．資産の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 子会社株式 移動平均法による原価法 

 

(2) その他有価証券 

  市場価格のあるもの     決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。）。 

      

時価を把握することが極めて困難と認められるもの 

 移動平均法による原価法 

 

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法  
個別法による原価法  

 
３．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 定率法を採用しております。ただし、一部の事業用賃貸資産及び建物 

                （附属設備を除く）については定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次の通りであります。 

 

建物及び構築物 2～62 年 

器具及び備品他 2～17 年 

 

(2) 無形固定資産 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間 

（５年）に基づく定額法によっております。 

(3) リース資産                所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産          

                  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しており

ます。 

 

４．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 割賦売掛金等の債権の貸倒による損失に備えるため、一般営業債権につ

いては、貸倒実績率を勘案し必要と認められる額を、貸倒懸念債権等特

定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。 

 

(2) 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支払に備えるため、将来の支給見込額の

うち当事業年度の負担額を計上しております。 

 

(3) ポイント引当金 カード利用促進を目的とするポイント制度に基づき、カード会員に付与

したポイント利用に備えるため、当事業年度末における将来利用見込額

を計上しております。 

 

(4) 利息返還損失引当金 将来の利息返還金の発生に備えるため、過去の返還実績を踏まえ、かつ、

最近の返還状況等を勘案し、返還見込額を合理的に見積り計上しており

ます。 
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５．収益及び費用の計上基準 

(1) 期日到来基準に基づき、次の方法によっております。 

部 門 計 上 方 法 

包括信用購入あっせん ７・８分法及び残債方式 

個別信用購入あっせん ７・８分法 

信 用 保 証 主として残債方式 

融 資 主として残債方式 

（注）計上方法の内容は次の通りであります。 

７・８分法 手数料総額を分割回数の積数で按分し、各返済期日の到来

のつど積数按分額を収益計上する方法。 

残債方式 元本残高に対して一定率の料率で手数料を算出し、各返済

期日の到来のつど手数料算出額を収益に計上する方法。 

 

６．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建の資産及び負債は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理しております。 

 

７．消費税等の会計処理 消費税等の会計処理は税抜方式によっております。ただし、固定資産に係

る控除対象外消費税等は、投資その他の資産の「長期前払費用」に計上し、５

年間で均等償却を行っております。 
 
８．連結納税制度             

連結納税制度を適用しております。 

なお、当社は、「所得税法等の一部を改正する法律（2020 年法律第 8 号）

において創設されたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度へ

の移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目については、「連

結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関

する取扱い」（実務対応報告第 39 号 2020 年 3 月 31 日）第 3 項の取扱

いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第 28 号 2018 年 2 月 16 日）第 44 項の定めを適用せず、繰延税金

資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいてお

ります。 

 

 

 

 
２．貸借対照表に関する注記 

 

１．部門別割賦売掛金残高 

 部 門  期 末 残 高 

  百万円 

包括信用購入あっせん  ９７，２４１ 

 個別信用購入あっせん  １ 

 計  ９７，２４３ 

 

 

 

 

２．部門別割賦利益繰延残高 

 部 門  期 末 残 高  （うち加盟店手数料） 

   百万円  百万円 

 包括信用購入あっせん  ４９５  (   ２５) 

 個別信用購入あっせん  -  (     -) 

 計  ４９５  (   ２５) 
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３．流動化に伴いオフバランスとなった債権の部門別残高 

 部 門  期 末 残 高 

  百万円 

包括信用購入あっせん  ８，５３０ 

 融 資  ３，０４５ 

 計  １１，５７５ 

 

４．担保に供している資産及び担保に係る債務 

(1) 担保に供している資産 

割 賦 売 掛 金 ５８，８１１百万円 

営 業 貸 付 金 ２５，４７３百万円 

建 物                １，５２７百万円 

土 地                ２，０８９百万円 

計 ８７，９０１百万円                  

(2) 担保に係る債務 

短 期 借 入 金 ７２，９５０百万円 

長 期 借 入 金 ５００百万円 

１年内返済予定の長期借入金 １，１７０百万円 

計 ７４，６２０百万円  

              短期借入金に対し、親会社であります｢アイフル株式会社｣より割賦売掛金 9百万

円、営業貸付金 31百万円の担保提供を受けております。                

「すみしんライフカード株式会社」のビザ・ワールドワイドの決済リスクの担保

として、割賦売掛金 1,369百万円、営業貸付金 2,333百万円を担保提供しており

ます。 

また、マスターカードの決済リスクの担保として、割賦売掛金 2,492百万円、営

業貸付金 4,070百万円を担保に供しております。 

割賦売掛金及び営業貸付金の金額は、債権譲渡登記時点の金額であります。 

 

５．有形固定資産の減価償却累計額 １１，５８７百万円 

 

６．保証債務  「すみしんライフカード株式会社」に対してクレジットカード決済業務

等に係る債務保証を行っております。 

債 務 保 証 残 高 ３，３６５百万円 

 

７．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短 期 金 銭 債 権 ２６２百万円 

長 期 金 銭 債 権 ７百万円 

短 期 金 銭 債 務 ３，８２６百万円 

長 期 金 銭 債 務                     -百万円 

  

８．取締役等に対する金銭債務 

短 期 金 銭 債 務 １０百万円 

 

 

 

 

３．損益計算書に関する注記 
 

１．関係会社との取引高 営業取引高 

営 業 収 益 １，０１９百万円 

営 業 費 用 ４，３４３百万円 
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４．株主資本等変動計算書に関する注記 
 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

   （単位：株） 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普 通 株 式 ２，００１ － － ２，００１ 

 
 
５．税効果会計に関する注記 
 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

(単位：百万円) 

(繰延税金資産)                       

貸倒引当金                       ２，１４６ 

ポイント引当金                       ９６５ 

利息返還損失引当金                                         ８７５ 

貸倒損失                                                ４７５ 

減価償却費                         ２６２ 

その他                                                     ６９２ 

繰延税金資産小計 ５，４１８ 

評価性引当額  △３，０５２ 

繰延税金資産合計 ２，３６６ 

 

(繰延税金負債) 

 その他有価証券評価差額金                               △２３９  

繰延税金負債合計                     △２３９ 

                    (繰延税金資産純額)                    ２，１２６  

  

                  

 

６．金融商品に関する注記 
 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

 当社は、事業計画に照らして、必要な資金を親会社及び金融機関等より調達しております。なお、一時的な余資は

主に流動性の高い金融資産で運用しております。 

 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク 

 営業債権である割賦売掛金及び営業貸付金等は、顧客の契約不履行等の信用リスクに晒されております。また、投

資有価証券は、主に業務上の関係を有する会社の株式を保有するものであり、市場価格の変動リスクに晒されており

ます。 

 営業債務である買掛金は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日であります。債権流動化に伴うサービシング業務

における代行回収等による預り金については一時的な預り金であり、市場変動リスクには晒されておりません。 

 借入金は、主に運転資金に係る資金調達であり、このうち一部は、金利変動リスクに晒されております。 

 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスクの管理 

 割賦売掛金及び営業貸付金等に係る顧客の信用リスクは、当社の与信決裁運用規定に従いリスク低減を図ってお

ります。 

② 価格変動リスクの管理 

 投資有価証券は、当社の有価証券取扱規定に従い、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、市況や取引先

企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しするとともに、適宜必要な減損処理等を実施しております。 
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③ 市場リスクに係る定量的情報 

当社は、金融商品に係る市場リスクに関する定量的分析を利用しておりません。 

 

（金利リスク） 

当社において、主要なリスク変数である金利の変動により時価が変動する主たる商品は、「割賦売掛金」「営業貸 

付金」、及び「長期借入金」であります。 

 

（為替リスク） 

当社において、為替レート（円・米ドルレート）の変動リスクの影響を受ける金融商品は、「現金及び預金」のう

ち米ドル建て預金であります。 

 為替リスクを除くリスク変数が一定の場合、2020 年 3 月 31 日時点で、円が対米ドルで１円円安となれば当該資

産の時価は 1百万円増加し、反対に１円円高となれば 1百万円減少いたします。 

 (4) 金融商品の時価等に関する事項の補足事項 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格のない場合には合理的に算定された価額が含まれ 

ております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、 

当該価額が変動することがあります。 

 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

 2020年 3月 31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の通りであります。なお、時価

を把握することが極めて困難と認められるものは、次表に含めておりません。 

（単位：百万円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

(1) 現金及び預金 

(2) 割賦売掛金 

割賦利益繰延    （※１） 

貸倒引当金     （※２） 

１８，３４６ 

９７，２４３ 

△４７０ 

△４，８４１ 

１８，３４６ 

 

 

 

－ 

 

 

 

 ９１，９３１ ９２，４３１ ５００ 

(3) 営業貸付金 

貸倒引当金     （※２） 

３９，２２６ 

△２，４９４ 

 

 

 

 

             （※３） ３６，７３２ ４２，１９３ ５，４６０ 

(4) 営業投資有価証券および投資有価

証券 
１，２０３ １，２０３ － 

  資産計 １４８，２１４ １５４，１７５ ５，９６０ 

(1) 買掛金 

(2) 短期借入金 

(3) 預り金 

(4) 長期借入金       （※４） 

(１８，３１５) 

(７３，４５０) 

 （１１，７７２) 

(８，３５３) 

(１８，３１５) 

(７３，４５０) 

（１１，７７２) 

(８，３５３) 

－ 

－ 

－ 

０ 

  負債計 (１１１，８９１) (１１１，８９２) ０ 

（※１）割賦売掛金に係る割賦利益繰延を控除しております。 

（※２）割賦売掛金及び営業貸付金に対して計上している貸倒引当金をそれぞれ控除しております。 

（※３）営業貸付金には、貸倒引当金のほか利息返還請求に伴う元金損失に備えるため、別途利息返還損失引当金を

計上しております。 

（※４）１年内返済予定の長期借入金を含めております。 

（※５）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 

 

（注）１．金融商品の時価の算定方法 

（資産） 

(1) 現金及び預金 

 預金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。 
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(2) 割賦売掛金 

 割賦売掛金の時価は、回収可能性を反映した元本及び手数料の受取見込額から回収費用見込額を控除し

た額を、残存期間に対応する安全性の高い利率で割り引いた現在価値により算定しております。 

(3) 営業貸付金 

 営業貸付金の時価は、回収可能性を反映した元利金の受取見込額から回収費用見込額を控除した額を、

残存期間に対応する安全性の高い利率で割り引いた現在価値により算定しております。 

(4) 営業投資有価証券及び投資有価証券 

これらの時価について、株式及び債券は取引所の価格によっております。 

 

（負債） 

(1) 支払手形、(2) 買掛金、(3) 短期借入金、(4) 預り金 

 短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額によっております。 

               (5) 長期借入金 

長期借入金のうち、変動利率によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当社の信用状態は実行

後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によ

っております。固定金利によるものは、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される利

率で割り引いた現在価値により算定しております。 

 

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

区分 貸借対照表計上額（百万円） 

(1) 投資有価証券 

非上場株式 （※１） 

(2) 関係会社株式 （※１） 

 

１９ 

１５３ 

 

（※１）  市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、時価の開示は行って

おりません。 

 

 

７．賃貸等不動産に関する注記 
 総資産に占める有形固定資産の割合に重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

 
８．関連当事者との取引に関する注記 

 

種 類 会 社 名 

議決権等の 

所有(被所有) 

割 合 

関連当事者との関係 取引内容 
取引金額 

(百万円) 
科 目 

期末残高 

(百万円) 

親会社 
アイフル 

株式会社 

(被所有) 

直接

100.0% 

ＡＴＭ利用提携 

ローン業務提携 

出 向 者 の 受 入 

役 員 の 兼 任 

営業債権に関する 

回収及び支払の代行 

出向者の受入  
 

 

出向料の支払 

（注）１ 
3,311 未 払 金 36 

回 収 の 代 行  
 

 

回 収 代 行 

（注）２ 
1,521 預 り 金 100 

子 会 社 

すみしん

ライフカード 

株式会社 

(所 有 ) 

直接 

60.0% 

ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ業務提携 
債務保証 

（注）３ 
3,365 － － 

親会社の

子会社 

ライフギ

ャランテ

ィー 

株式会社 

なし 資金の援助 

資金の貸付 2,970 
関係会社 

長期貸付金 
3,640 

貸付金利息 69 － － 
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親会社の

子会社 

AGキャピ

タル株式

会社 

なし 資金の援助 

資金の貸付 13,517 
関係会社 

長期貸付金 
－ 

貸付金利息 10 － － 

 取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）１．出向料の支払については、出向元の規定を基礎として決定しております。 

２．回収代行については、発生額のみを精算しております。 

３．すみしんライフカード株式会社に対してクレジットカード決済業務等に係る債務保証を行ってお

ります。  
４．取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。 

 

 

 

 

 

９．１株当たり情報に関する注記 
 

１．１株当たり純資産額  ２３，９８５，２１８円９６銭 

２．１株当たり当期純利益金額 ５６７，７１７円１３銭 

 

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書の百万円未満の端数は、切り捨てて表示しております。 
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